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●採用時に限定した職種や勤務地を変更することは可能か
●育児休業社員の代替で１年間の部署異動をさせる社員への配慮は必要か
●入社前に会社が申し込んだ外部研修に本人が任意で参加する場合、労働時間となるか
●テレワーク中に連絡が取れない裁量労働制適用者を懲戒処分することは可能か
●健康診断結果が優良な従業員にのみ報奨金を支給することは問題か
●勤務地限定制の導入に伴い、地域別に賃金格差を設ける場合の方法と留意点
●退職金制度を廃止し、メリハリのある賃金・賞与制度を導入する際の手順と留意点
●繰り返し介護休暇を取得する特定の社員にのみ書面での申請を義務づけることは問題か
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